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Ⅰ． ２０１１年度第１四半期連結決算の概要



第１四半期第１四半期決算実績サマリー決算実績サマリー

（億円）

前年同期比

【受注高】

船舶海洋や精密機械で増加したものの、
前年同期に大口受注があった車両で減少
したこと等により、全体では減少となった

【売上高】

精密機械において新興国向け建設機械
用油圧機器が増加したこと等により、全体
でも増収となった

【損益】

円高の影響はあったものの、精密機械や

航空宇宙での増収等に伴う増益・改善に

より、全体では増益となった

- 1 -

増 減
2011年度

1Q

１１９

８２

９５

１４６

１２３

２，９１５

２，５１１

１２２

９３

５８

１１３

１１６

２，７７３

３，２９４

2010年度
1Q

＋３６四半期純利益

ドル（¥／＄）
売上加重
平均レート

ユーロ（¥／EUR）

＋３２経常利益

＋７営業利益

＋１４１売 上 高

▲７８３受 注 高



前前年同年同期比損益増減要因分析期比損益増減要因分析 ①①

前年同期比 ＋７億円 （2010.1Q １１６億円 ⇒ 2011.1Q １２３億円）【営業利益】

- 2 -

123116

▲41

▲8

▲1

＋35

＋22

販売費及び

一般管理費の増加
FY20FY2010.110.1QQ

為替の影響

資材費変動の

影響

増収の影響

売上構成変動

・その他

FY20FY2011.111.1QQ



【営業外損益】

前前年同年同期比損益増減要因分析期比損益増減要因分析 ②②

【特別損益】
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前年同期比 ＋２５億円 （2010.1Q ▲２億円 ⇒ 2011.1Q ２２億円）

・金融収支 （受取配当金を含む）

・持分法による投資利益

・為替差損益

・その他

０億円 （▲ ３億円 ⇒ ▲ ４億円 ）

▲ １億円 （ ２２億円 ⇒ ２０億円 ）

＋１２億円 （▲ ９億円 ⇒ ３億円 ）

＋１５億円 （▲１２億円 ⇒ ３億円 ）

前年同期比 ０億円 （2010.1Q ▲４億円 ⇒ 2011.1Q ▲５億円）

・減損損失

・資産除去債務会計基準の

適用に伴う影響額

・関係会社貸倒引当金繰入額

＋２億円 （ ▲２億円 ⇒ ０億円 ）

＋２億円 （ ▲２億円 ⇒ ０億円 ）

▲５億円 （ ０億円 ⇒ ▲５億円 ）
※

※ 一部の遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額した減損処理額



セグメント別決算実績セグメント別決算実績

（億円）
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＋１▲５▲６－－－－－－調 整 額

１１６

０

３９

７

２

４０

▲１８

１７

３３

2010年度
1Q

＋１４１

＋３９

＋１２６

▲５５

＋３３

▲４３

＋５８

▲８

▲９

増 減

２，９１５

２８４

４０４

５９６

２３８

４５５

４００

２５８

２７７

2011年度
1Q

２，７７３

２４４

２７８

６５１

２０４

４９９

３４２

２６６

２８６

2010年度
1Q

売上高

＋７

＋８

＋３１

▲４

＋７

▲６

＋９

▲１７

▲２３

増 減

１２３

９

７１

３

９

３３

▲８

０

９

2011年度
1Q

営業損益

▲７８３２，５１１３，２９４合 計

＋３０２７２２４２そ の 他

＋８４４３４３５０精密機械

▲５５５９６６５１ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ&ｴﾝｼﾞﾝ

▲１２９１９１３２０プラント・環境

▲１７３１３３３０ガスタービン・機械

▲５９３０６３６５航空宇宙

▲７８９２２６１，０１５車 両

＋１５３１７０１６船舶海洋

増 減
2011年度

1Q
2010年度

1Q

受注高

注) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む



 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 小型LNG船１隻およびバルクキャリア４隻を受注

売上 大型船の売上減少

営業損益 受注工事損失引当金の積み増し等により減益

 ２０１１年度見通し (前期比）

受注 新造船受注の減少

売上 大型船の減少により減収

営業損益 円高の影響等により損失拡大

船舶海洋船舶海洋
主要製品： LNG船、LPG船、VLCC、バルクキャリア、潜水艦、オフショア関連製品

（億円/各期の数値は累計）
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<参考> 中国での合弁事業について

1995年12月、世界 大級の海運会社である中国遠洋運輸(集団)総公司(COSCO)との折
半出資により江蘇省南通市で設立したNACKSは、2008年に第二期拡張工事を完了し、
COSCO等の中国船社に加えて日本・ヨーロッパ等の顧客向けに超大型コンテナ船・大型
原油タンカー・大型鉱石運搬船・自動車専用船等、多種多様な商船を建造。
当社・COSCO両グループの緊密な連携の下、大型建造ドック2基等の建造能力を活かし
て、さらなる事業規模拡大と収益力強化に取り組む。 （持分法適用会社）

受注

16

364

672
789

170

600

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 600）

売上

286

612

932
1,184

277

1,100

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,100）

営業損益

33
20

49

▲ 10

9

▲ 40

1Q 2Q 3Q 1Q

2010年度
2011年度

見通し

（4月公表 ▲40）

＜新造船の受注・売上隻数＞ （隻）

2010年度 2011年度 2010年度 2011年度

LNG船 ３（３） ２（２）

小型LNG船 １ １（１）

LPG船 ２（２） ２（２）

VLCC

ﾊﾞﾙｸｷｬﾘｱ ４ ９（７） １４（１０）

潜水艦 １（１） ２（２）

合　計 ５ １５（１３） ２１（１７）
注) 括弧内は進行基準売上（内数）

受注（1Q） 売上（1Q）



車車 両両
主要製品： 各種電車（新幹線含む）、機関車、客車、ホームドア、ギガセル（二次電池）

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 海外向け大口受注のあった前年同期に比べ減少

売上 海外向け鉄道車両の減少等

営業損益 円高の影響等により減益

 ２０１１年度見通し （前期比）

受注 海外向け大口受注のあった前期に比べ減少

売上 海外向け鉄道車両の増加により増収

営業損益 増収となるものの、円高の影響等により減益

<参考> 海外新規プロジェクトへの取組状況について

北米 ：

・地下鉄、通勤車両を中心に受注活動中

・中高速鉄道需要に対応する新製品（efSET®、K-Star Express®）でラインナップを拡充

高速鉄道 ：

・海外市場の要求に対応できる 高時速350km級の新型高速鉄道車両（efSET®）を自社
開発、基本設計は2009年度内に終了

・カリフォルニア高速鉄道は、車両を含む機電システムの受注を目指し、日本連合を組み
対応中

・インド、ベトナム等で計画あり、活動中

アジア地域のE&M ：

・台中市都市交通システム
他社とのコンソーシアムにより、車両36両およびシステムを一括受注（2011年3月）。
当社はコンソーシアムリーダーとして、プロジェクトマネジメントおよびシステムインテグ
レーションを担当すると共に、車両のほか、車両基地設備の供給を行う。

受注

1,015
1,177 1,241

1,871

226

1,500

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,500）

売上

266

630
955

1,311

258

1,500

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,500）

営業損益

17
34

59

81
70

0

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 70）



 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 防需案件の減少

売上 防需案件およびボーイング社向けB777分担製造品等の増加

営業損益 増収等により改善

 ２０１１年度見通し （前期比）

受注 防需案件およびボーイング社向けB787分担製造品等の増加

売上 防需案件およびボーイング社向けB777・B787分担製造品等
の増加

営業損益 円高の影響はあるものの、増収およびコスト改善等により増益

航空宇宙航空宇宙
主要製品： 防需航空機、民需航空機分担製造品（ボーイング・エンブラエル）、誘導機器システム

（億円/各期の数値は累計）
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<参考> 主要プロジェクトの状況について

防需航空機分野 ：

次期輸送機（XC-2）試作2号機は、当社岐阜工場において製造し、2011年3月29日、同工
場において防衛省に納入。今後、量産化の実現に向け取り組んでいく。

民需航空機分野 ：

B777‐ボーイング社の月産製造レート増加に伴い、当社の月産製造レートも2010年度後半
より7機に増加、2012年度中には8.3機まで増加する見込み。

B787‐ボーイング社から航空会社への引渡しが、今年度から開始される予定。2011年7月
には各種試験のため日本に初飛来した。当社は、名古屋第一工場にて増産のため
の体制を整備している。

受注

365

879
1,237

2,067

306

2,600

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 2,600）

売上

342
830

1,350

1,968

400

2,200

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 2,200）

営業損益

▲ 18 ▲ 11

20
30

▲ 8

80

3Q 2010年度 2011年度

見通し

1Q 2Q

（4月公表 80）

1Q

（機）

2010年度1Q 2011年度1Q
B777 １６ ２１

B767 ３ ７

B787 ７ ７

Embraer170/175 ６ ３

Embraer190/195 ２１ ２５

＜民需分担製造品の売上機数＞



 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 舶用ディーゼル主機関等の減少

売上 ガス圧縮機設備等の減少

営業損益 減収等により減益

 ２０１１年度見通し （前期比）

受注 ガス圧縮機設備等の増加

売上 舶用機器、ガス圧縮機設備等の減少はあるものの、
航空エンジン分担製造品の増加により増収

営業損益 円高の影響および航空エンジン分担製造品の開発投資償却
負担の増加により減益

ガスタービン・機械ガスタービン・機械
主要製品： 航空機用エンジン、産業用ガスタービン・コージェネレーション、陸用・舶用タービン、ディーゼル機関、空力・水力機械

（億円/各期の数値は累計）
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<参考>

ガスタービン部門 ： 航空エンジン 主要参画プロジェクト概要

機械部門 ： ガスエンジン

国内外での分散型発電の増加や環境意識の高まりを受けて、自社開発した世界 高の
発電効率49％を誇るグリーンガスエンジンを拡販する｡

Ｔｒｅｎｔ１０００ ＴｒｅｎｔＸＷＢ
主な搭載機 B787 A350
参画方式 RRSP方式（※) RRSP方式（※)

当社参画比率 約8.5% 約7%

担当部位
中圧圧縮機(IPC)

ﾓｼﾞｭｰﾙ
中圧圧縮機(IPC)

ﾓｼﾞｭｰﾙ

進捗状況
　開発は完了し、2010年度量産開始
　今後機体の生産ｽｹｼﾞｭｰﾙに合わせて順次納入予定

2011年3月、IPCﾓｼﾞｭｰﾙをﾛｰﾙｽ・ﾛｲｽ社に初出荷

（※）
Risk & Revenue Sharing Partner方式

受注

330
653

1,136

1,875

313

2,200

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度
見通し

（4月公表 2,200）

売上

499
992

1,496

2,026

455

2,100

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 2,100）

営業損益

40
61

96 95

33
50

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 50）



プラント・環境プラント・環境
主要製品： 産業用プラント（セメント、化学等）、発電プラント、LNG・LPGタンク、都市ごみ焼却施設、掘削機、破砕機

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 国内向けプラント等の減少

売上 海外向けプラントの増加等

営業損益 増収等により増益

 ２０１１年度見通し （前期比）

受注 環境・エネルギーおよび新興国向けインフラ案件の受注により
前期並を維持

売上 海外向けプラントの売上増加等により増収

営業損益 増収等により増益

<参考> 中国での合弁事業について

2006年より中国セメント業界 大手のCONCHセメントと合弁事業を開始。
現在までに3つの合弁企業を設立し、中国におけるセメント排熱発電設備・セメント製造設
備の一貫体制を確立、2011年5月には、安徽海螺川崎装備製造有限公司において、セメ
ント製造設備の新工場建設を決定した。今後はパートナーシップをより深化し、新事業と
してセメントプラントとごみ処理技術・汚泥処理技術を融合したゼロエミッションエコタウン
システム（ZEET）等の開発・普及に取り組み、地球環境保全の新たなビジネスモデルを構
築する。

受注

320

773

1,054
1,199

191

1,200

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度
見通し

（4月公表 1,200）

売上

204
388

564

890

238

1,300

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,300）

営業損益

2

35
46

82

9

110

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 110）



モーターサイクル＆エンジンモーターサイクル＆エンジン
主要製品： 二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト、汎用エンジン

（億円/各期の数値は累計）
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<参考> 新興国市場での事業展開について

当社は1974年にフィリピンに生産・販売会社を設立以来、インドネシア、タイ、ブラジ
ルの現地法人にて二輪車を生産・販売。新興国市場では、今後さらなる経済成長と
購買力向上に伴うオートバイの需要拡大が見込まれることから、これらの市場での事
業基盤の拡大・強化を図る。インドでは2010年に二輪車の輸入・販売現地法人を設
立し市場の開拓に着手。

 当第１四半期実績 (前年同期比）

売上 先進国における二輪車の販売減等

営業損益 減収等により減益

 ２０１１年度見通し （前期比）

売上 円高の影響はあるものの、新興国での販売増等により増収

営業損益 円高の影響はあるものの、増収に加え、前期に実施した
固定資産減損の効果が発現すること等により黒字回復

売上

651
1,132

1,592

2,344

596

2,600

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 2,600）

営業損益

7

▲ 11
▲ 26

3

50

▲ 49

1Q 1Q 2011年度

見通し

2Q 3Q 2010年度

（4月公表 50）

＜コンシューマー向け製品 地域別売上（卸売）台数・金額＞ （千台、億円）

台数 金額 台数 金額 台数 金額 台数 金額
国内 4 29 14 113 4 35 15 121

北米（カナダ含む） 27(15) 208 118(67) 785 22(12) 162 123(73) 893
欧州 22 161 67 477 18 144 65 491

新興国等 66 144 272 610 72 159 304 674

合計 119 542 471 1,985 116 500 507 2,179
注1) 二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト（「ジェットスキー」）
　　　 及びこれらの関連製品を含む。
注2) 括弧内は二輪車分を示す。（内数）

2010年度 2011年度
1Q 1Q通期 通期見通し



精密機械精密機械
主要製品： 油圧機器（ポンプ・モーター・バルブ）、陸用油圧装置、舶用油圧装置、精密機械・機電製品、産業用ロボット

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 新興国での建設機械向け油圧機器の増加

売上 建設機械向け油圧機器および半導体製造装置メーカー向け
等の産業用ロボットの売上増加

営業損益 増収等により増益

 ２０１１年度見通し （前期比）

受注・売上 新興国での建設機械向け油圧機器の需要増により増加

営業損益 増収等により増益

<参考> 中国での事業展開について

中国における建設機械向け油圧機器の需要増に対応するべく、2006年8月から蘇州の

現地法人で油圧機器の生産を開始。さらに2010年4月からは中国企業と合弁で浙江省

でも油圧機器の生産を開始すると同時に、上海に設立した販売会社を通じ、現地生産会

社の製品を中国全土の顧客に供給している。

中国におけるさらなる需要増への対応として、蘇州における新工場の建設と浙江省での

工場拡張を図るとともに、本社工場においても、リーマン・ショック後、しばらく稼動を見合

わせていた新工場棟での本格生産を開始するなど、グループ全体で増産体制の構築に

取り組んでいる。

受注

350

680

1,067

1,489

434

1,800

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,800）

売上

278
609

990

1,403

404

1,700

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 1,700）

営業損益

86

146

223

71

250

39

1Q 2Q 3Q 2010年度 1Q 2011年度

見通し

（4月公表 250）



財政状態およびキャッシュフロー財政状態およびキャッシュフロー

１９

▲１２１

▲１２３

１

2010年度
1Q

▲２５１フリーキャッシュフロー

１１１財務キャッシュフロー

▲１４８投資キャッシュフロー

▲１０２営業キャッシュフロー

2011年度
1Q

【キャッシュフロー】

（億円）【財政状態】

２，９３８
（２２．３％）

２，８９０
（２１．３％）

自己資本
（自己資本比率）

１３，１２５１３，５４２総資産

１３２％

４，２９１
（３，８１９）

2010年度
4Q末

１４１％NET Ｄ／Ｅレシオ

４，４５８
（４，１６９）

有利子負債残高
（NET有利子負債）

2011年度
1Q末

（億円）

注） 有利子負債残高にはリース債務を含む
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Ⅱ． ２０１１年度通期業績見通し

※ ２０１１年４月２８日公表値からの修正はありません



連結受注高・売上高・損益見通し連結受注高・売上高・損益見通し

＋６１

＋２９

＋７４

＋１，３３１

＋８９４

１１５

８３

３２０

５２０

５００

１３，６００

１３，６００

実績/前提
レート

２５９当期純利益

８６ドル（￥/＄）

４２６営業利益

４９１経常利益

１１３ユーロ（￥/EUR)

増 減

１２，２６９売 上 高

１２，７０６受 注 高

2011年度
見通し

2010年度
実績

（億円）

【受注高】

前期に大口受注のあった車両で減少が見込まれ

るものの、航空宇宙、精密機械等で引き続き増加

を見込む

【売上高】

海外案件の売上が増加するプラント・環境、
新興国での建設機械向け油圧機器が好調な
精密機械等を中心に全般的に増収を見込む

【損益】

円高の影響はあるものの、モーターサイクル＆

エンジン、精密機械等を中心とした新興国での

販売増、並びに全社的に推進している固定費の

削減・生産性向上等、経営全般にわたる収益改

善諸施策の効果等により、増益を見込む

注) 前提レートは見通し公表時の為替エクスポージャーに対して適用
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１円の変動による影響額    　 （億円）

営業利益 経常利益
ドル ２６ （３１） ３１ （３５）

ユーロ ３ （３） ２ （２）
※括弧内は4月公表時

（参考）為替影響額



セグメント別業績見通しセグメント別業績見通し

（億円）
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注) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む

▲３７▲９０▲５３－－－－－－調 整 額

４２６

２５

２２３

▲４９

８２

９５

３０

８１

▲１０

2010年度

＋１，３３１

▲４０

＋２９７

＋２５６

＋４１０

＋７４

＋２３２

＋１８９

▲８４

増 減

１３，６００

１，１００

１，７００

２，６００

１，３００

２，１００

２，２００

１，５００

１，１００

2011年度

１２，２６９

１，１４０

１，４０３

２，３４４

８９０

２，０２６

１，９６８

１，３１１

１，１８４

2010年度

売上高

＋７４

▲５

＋２７

＋９９

＋２８

▲４５

＋５０

▲１１

▲３０

増 減

５００

２０

２５０

５０

１１０

５０

８０

７０

▲４０

2011年度

営業損益

＋８９４１３，６００１２，７０６合 計

＋３２１，１００１，０６８そ の 他

＋３１１１，８００１，４８９精密機械

＋２５６２，６００２，３４４ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ&ｴﾝｼﾞﾝ

＋１１，２００１，１９９プラント・環境

＋３２５２，２００１，８７５ガスタービン・機械

＋５３３２，６００２，０６７航空宇宙

▲３７１１，５００１，８７１車 両

▲１８９６００７８９船舶海洋

増 減2011年度2010年度

受注高



研究開発費・設備投資・期末従業員数研究開発費・設備投資・期末従業員数

（億円・人）
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３３，２００

８，２００

２５，０００

５５０

７６０

４３０

2011年度
見通し

増 減

＋４９４

＋５

＋４８９

＋４７

＋２０７

＋６０

３２，７０６

８，１９５

２４，５１１

５０３

５５３

３７０

2010年度
実績

減価償却費

設備投資

期末従業員数

海 外

国 内

研究開発費



世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する
“Global Kawasaki”

ご注意

本資料のうち、業績見通し等に記載されている将来の数値は、現時点で把握可能な情報に基づき当社が判断した見通しで
あり、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を下すことはお控え下
さるようお願い致します。実際の業績は、外部環境及び内部環境の変化によるさまざまな重要な要素により、これらの見通
しとは大きく異なる結果となり得ることを御承知おき下さい。実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社の事業領域
をとりまく経済情勢、対米ドルをはじめとする円の為替レート、税制や諸制度などがあります。


